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はじめに
　一般に，賃金決定様式の分析は一定の理論モデルに基づいて賃金関数を特
定化し，一個同一の賃金関数の係数パラメーターの推定と関数の説明力を検
討する。しかし戦後直後の混乱期を経た1955年から現在まで，賃金の説明変
数に変化はないのであろうか。この37年間に日本経済が経験した構造変化を
考慮すれば，賃金の説明変数そのものにも変化が生じていると推測すること
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ができよう。
　実際，労働経済学の分野では2度の石油ショックによる賃金あるいは春季
賃上げ率の説明変数の変化が指摘されている。1973年及び1974年の『経済白
書』は，70年代に入ってからの説明要因の影響度の変化を指摘している。神
代［1977］［1980］は，春季賃上げ率に関して，1973年までは当年の有効求人
倍率によってよく説明されていたが，1974年以降は消費者物価の説明力が上
昇し，しかも有効求人倍率，消費者物価及び企業収益指標を説明変数とした
重回帰式が高い説明力を持つようになったとしている（1＞。また村木［1980］
も春季賃上げ率について，高度成長期には労働需給，消費者物価及び企業収
益によって説明でき，第1次石油ショク以後には消費者物価の影響が強まっ
たことを確認したうえで，1980年の春季賃上げ率はフィリップス曲線も含め
たこれまでの賃金関数では説明しえず，神代［1980コの示唆するような利潤
極大原理を考慮した賃金関数を示している（2）。2度の石油ショックが労使双
方の行動に影響を与えたことは想像できる。しかし賃金決定メカニズムを変
容させるものは石油ショックなどの外生的ショックのみなのであろうか。
　さらに労働市場に関するかぎり，現代の研究はいずれの学派であれ，労働
市場の制度的要因を無視しえない。例えば，Sachs［1979］とGordon
［1982コは賃金の伸縮’性に関して対立した見解を示しているが，いずれも賃
金のダイナミックスの国民的相違を生みだす原因として，各国に独自な労使
関係や制度を指摘し，検討している。島田［1986］もまた，現代の労働市場
は競争的市場ではなく，多かれ少なかれ独占的であるとして，賃金決定制度
を考慮した労使間の「交渉モデル」を示し，小野［1989］は説明変数に歴史
（1）神代［1980］は，企業の論理を重視して，工業製品卸売物価指数，原材料卸売物価指
　数および実質国民経済生産性を説明変数とした利潤極大原理型の賃金関数を推定し，
　その妥当性を主張している。
（2）村木［1980］の賃金関数における説明変数は有効求人倍率，消費老物価上昇率及び投
　入産出価格比（＝国内工業製品卸売物価／原材料卸売物価）の変化率である。
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的・文化的要因を加えるように提唱している。このように近年の賃金決定に
関する分析は，労働市場の制度的枠組みや日本的慣行を考慮した理論モデル
によって賃金決定関数の特定化を行い，マイクロ・データを利用した精緻な
計量分析を行うという方向に進んでいる。El本の賃金決定様式を説明する有
力な賃金決定モデルとして「交渉モデル」や「効率賃金モデル」が提起さ
れ，また右上がりの賃金プロファイルに関する諸仮説がテストされる一方
で，春闘妥結額（または率）の波及効果，ボーナスや基準内賃金の規定要因
などが検討されている。このように，賃金決定様式の研究においては，労働
市場に固有の制度的諸形態が無視しえないものとなっている。
　ところで，労働市場の諸制度と賃金決定様式の関連を重視するかぎり，制
度的環境が変化するならぽ賃金決定様式も変化すると考えざるを得ないであ
ろう。しかも「交渉モデル」が示すように，交渉領域のどの点において賃金
が決定されるかは，労使双方の交渉力に依存するとすれば，労使双方の交渉
力そのものの動態を考慮した賃金決定様式を考察せざるを得ないであろう。
この観点からすれば，春闘制度における労使間の交渉力の変化に対応して石
油ショック以前にも賃金決定様式に大きな変化があったと考えられるし，第
1次石油ショックから第2次石油ショックまでの不安定な70年代後半と安定
成長体制とも形容できる80年代では，労使双方の社会意識および交渉力の変
化を反映した賃金決定様式の変化が生じていると推測しても奇異ではないと
思われる。
　このような賃金決定様式の構造変化を考察し，一定の個性をもつ画期の賃
金決定関数を推定し，その説明変数によってそれぞれの画期における賃金決
定様式のマクロ的なレギュラシオン様式を性格らけるのが，本稿の課題であ
る。本稿はレギュラシオン派の視点を採用しているが，レギュラシオン派の
賃金決定様式の分析は余り知られていないために，まず賃金決定に関してレ
ギュラシオン派によって「定型化された事実」をレギュラシオン仮説として
示す（第1節）。次いで時期区分が問題になるため，まず主要変数の動態を検
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討したうえで，主要変数間の相関係数にもとづいて各時期のおおまかな特徴
を示し（第2節），次いで春闘制度ならびに二重構造に代表される日：本の労
働市場の制度的特徴を考慮して，春闘賃上げ率の決定要因を分析する春闘関
数および春闘賃上げ率の平均賃金上昇率への影響を分析する賃金関数を推定
したうえで，マクロの平均名目賃金の決定要因を分析するという手続きをと
ることにする（第3節）（3）。ただし，以下では一定の理論仮説に基づく賃金関
数をテストするのではなく，むしろファクト・ファインディングを重視し，
説明変数に関する様々な仮説をテストしたうえで，説明力のある賃金関数が
選択されている。そしてそのうえで，賃金決定様式に関するBoyer［1978］
にみられるレギュラシオン仮説に従って，各画期における賃金決定様式の性
格づけを行なうことにする（第4節）。
1　賃金決定様式に関するレギュラシオン仮説
　賃金決定要因としては，一般には労働市場の不均衡（失業率あるいは有効
求人倍率），消費者物価上昇率，GDP（もしくはGNP）が考慮されている。
名目賃金を失業率に回帰させるフaリップス曲線や，これに期待インフレ率
を加えた「期待インフレ付きフィリヅプス曲線」の推定は一般的であるが，
Gordon［1982］は名目賃金の物価上昇率へのインデクセーションの程度や名
目賃金の決定に対する産出量の影響を検討し，またBoyer［1978］は労働市
場の不均衡，物価上昇率及び産出量の名目賃金決定に対する影響を検討して
いる。以下で私は後者，そして特にBoyer［1979］の分析視角を採用して，
1956年以降の賃金決定様式の変遷を見ることにする。とはいえ，賃金決定に
（3）賃金決定関数の推定にマイクロ・データが使用されるようになり，吉川［1992コのよ
　うにマクロの賃金関数の限界が指摘されているが，賃金決定様式とマクロの経済発展
　様式との整含性を意識するならば，マクロの賃金関数の推定の必要性は依然として存
　在する。
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関するレギュラシオン・アプローチはほとんど知られていない。したがっ
て，あらかじめBoyer［1978］に示される資本主義経済における賃金決定の
レギュラシオン諸様式を簡単に説明しておこう。
　1．1　制度的諸形態と賃金決定のレギュラシオン様式
　レギュラシオン派の一般的特徴は，現実の経済社会を構造化している制度
的諸形態とマクロ経済指標のダイナミックスの関連を問うところ，より正確
に言えば，一定の社会関係を基礎に成立している制度的諸形態がどのような
マクロ経済的規則性を生みだしているのかを研究するところにある。
　レギュラシオン派にとっては，2世紀にわたる資本主義経済において，時
間および空間に従って制度的諸形態が相違し，したがってマクロ経済的規則
性も異なるのであり，一個同一の理論によって全ての資本主義経済のダイナ
ミックスを説明することはできない。とはいえ，歴史上，経済的諸関係が，
そしてより根本的には経済社会を構成する社会的諸関係が相対的に安定した
時代が存在する。このような時代においては，社会的諸関係の制度化である
制度的諸形態が経済諸主体の行動を規則化し，資本蓄積および経済変動に規
則性を与える。レギュラシオンという言葉は，この蓄積体制を構造化してい
る制度的諸形態が相対的に安定した経済成長を生みだすメカニズムを指して
いると理解できる。そして次項以下で述べるような定型化されたレギュラシ
オソ様式は，このような相対的に安定した蓄積体制もしくは成長体制のレ
ギュラシオン様式である。
　とはいえ，現実の経済は定型化された，あるいはモデル化されたレギュラ
シオン様式に従っているとは考えられない。さらにそれ以上に，制度の存在
は必ずしもそれに対応するレギュラシオン機能を果たしているとはいえな
い。したがって，レギュラシオン・アブ．ローチは以下のような手続きをとる
ことになる。（1）制度的諸形態（賃労働関係，貨幣・信用制度，競争形態，国
家の介入様式，国際関係）の研究，（2）それぞれの制度的形態と結びついた経
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済的規則性の論理，すなわち「部分的レギュラシオン」に関する仮説の構
築，（3）この仮説の統計的計量的テスト，（4）部分的レギュラシオンの総合によ
る「全体的レギュラシオン」・システムの安定性と活力のチェック，（5）そし
てレギュラシオン様式の特性を評価するためのモデルの構築（Boyer
［1988］）o
　こうして賃労働関係に関するレギュラシオソ・アプローチは，労働市場を
構造化している制度的諸形態を研究し，これらの制度的諸形態によって想定
しうる賃金決定のレギュラシオン様式についての仮説をたて，制度的諸形態
が賃金決定に及ぼす影響を統計的・計量的に検討して「部分的レギュラシオ
ン」に関する仮説を検証することになる。
　近年の効率賃金モデルや内部市場一外部市場モデル，あるいはSolow
［1992］の「社会的制度としての労働市場」論などは，考慮する制度的諸形
態に相違があるとはいえ，労働市場はその独自な制度的諸形態をもつがゆえ
に，一般的商品市場における競争メカニズムと同じ論理では機能していない
という共通の認識に立つものであろう。いわば労働市場に関するかぎりレ
ギュラシオソ派の主張するように，新古典派も制度的諸形態がマクロ経済指
標のダイナミヅクスに与える影響を無視しえなくなっているのである。
　以下において賃労働関係のレギュラシオン様式とは旧体制的レギュラシオ
ン，競争的レギュラシオンおよび独占的レギュラシオンである（図1）。これ
らはBoyer［1978］が，フランス資本主義における制度的諸形態の歴史的研
究と賃金決定に関する計：量分析によって各時代の賃労働関係のレギュラシオ
ン様式を明かにし，「定型化された事実（faits　styliz6s）」としてモデル化した
ものである。その際，賃金決定のレギュラシオン様式の説明変数としては生
活費（物価），失業率（産業予備軍効果），工業生産（景気変動）が採用さ
れ，これによって各時代における賃労働関係のレギュラシオン諸様式の特徴
づけがおこなわれている。ただしヨーロッパで「旧体制」と呼ばれる時代の
レギュラシオン様式である「旧体制的レギュラシオン」は，本稿では言及し
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図1
（1）18世紀型の旧体制的レギュラシオン
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ない（4）。また，Boyer［1978］を見るかぎり，レギュラシオン派がフォード主
義の時代であると考えている1950・60年代における賃労働関係のレギュラシ
オン様式は，独占的レギュラシオソだとは言えない。後者は，まさにフォー
ド主義が危機に陥る1969年以後に確立したのである。したがって私は，50代
および60年代のフォード主義的蓄積体制に対応する賃労働関係のレギュラシ
オソ様式を「フォード主義的レギュラシオン」様式と規定することにする。
以上を断ったうえで，問題のレギュラシオン諸様式の特徴を簡単に示せば以
下のごとくである。
（4）清水・［1992］の「皿　レギェラシオン諸様式」を見よ。
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　1．2　競争的レギュラシオン
　いわゆる競争的労働市場のメカニズムに近い競争的レギュラシオンは，フ
ランスでは19世紀後半に観察される。確かに1789年のフランス大革命以後，
「競争的」労働市場の法制化が行われた。すなわち，企業活動の自由の承認
（アラルド政令）と商品の自由流通の法制化による競争的商品市場の制度化
が行われるとともに，1791年のル・シャブリエ法によって，労働者が自己の
労働力を販売する個人的自由，集団行動の禁止，労働契約の個人的性格が法
的に制度化された。しかしこれらの法的諸制度が想定する「競争的レギュラ
シオン」が支配的になるのは，資本主義的工業の発達と工業に対する農業の
相対的比重の低下が確認される1850年以後である。この賃金決定の競争的レ
ギュラシオンを特徴づけるものは，名目賃金と生活費の運動の相対的同期
化，景気上昇期に賃金上昇が生じ景気後退期には賃金が低下するという名目
賃金の産業循環への依存，賃金決定に関する労働市場の不均衡あるいは産業
予備軍効果の強い影響，そして賃金決定の個別的性格を反映した産業間・地
域間での大きな賃金格差の存在である。
　しかし競争的レギュラシオンは19世紀末の大不況期に変容し始める。すな
わち，労働者の階級闘争によって制度的諸形態が変化し（労働条件の改善，
労働者の集団的防衛，労働組合とストライキの合法性，新’しい諸権利の承
認），これらが賃金決定メカニズムに影響を与えることによって賃金の下方
調整に硬直性が現われた。さらに，20世紀初頭には生活費へのインデクセー
ションの要求が現われると共に，両大戦間期には独占タイプの制度的諸形態
（団体協約，退職年金，社会保障制度）が出現した。このときに生じた賃金
決定様式の変化は，（1）消費ノルムの承認と賃金の生活費へのインデクセー
ションによって賃金物価弾力性が上昇し，価格と賃金の変動が激しくなった
こと，（2）産業予備軍効果は完全雇用付近では認められるが，過少雇用状態で
は認められなくなったこと，③しかし産業活動は依然として，そしてさらに
強く，賃金に規定的影響を及ぼすことであった。よって全体としては変質し
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つつも競争的レギュラシオンに留まっていたのであり，この時代と19世紀後
半との相違は生活費と名目賃金がはっきりと同一方向に運動したことであっ
た。
　以上から「競争的レギュラシオン」の特徴を，名目賃金が生産と同方向に
運動するだけでなく，生活費も相関度は低いが同じ方向に運動すること，ま
た生産の運動に規定された雇用の運動が名目賃金に規定的影響を及ぼし，産
業予備軍効果が作用すること，さらに賃金格差が大きく，産業部門間・地域
間での蛮行性が大きいことである。したがって，賃金決定のフレクシビリ
ティーについてみれば，名目賃金の伸縮性は大きく，また物価が：景気変動と
同じ方向に運動する（景気上昇期にはインフレ，景気後退期にはデフレ）こ
とを考慮すれば，実質賃金は相対的に安定的であるといえる（もっとも，物
価上昇率との関係で景気上昇期に低下し，不況期に上昇する傾向が観察され
る）。
　1．3　独占的レギュラシオン
　独占的レギュラシオンは，フランスではグルネル協定を契機に1969年頃確
立し，1980年代の中頃まで支配的であったと思われる。このレギュラシオン
様式に固有な制度的諸形態は全国的な団体協約制度の確立，所得政策の導入
（「進歩契約」），部分的失業に対する補償，職業教育，月給制，解雇の制限，
間接賃金の増大等であり，全体として賃労働者階級の購買力および生活水準
の上昇を保証する諸制度である。この後者に注目したとき，Boyer［1978］
は，このようなレギュラシオンを「社会政策的レギュラシオン」とも呼んで
いる。フランスにおいて具体的に賃金決定メカニズムに影響を与えたもの
は，最低賃金（SMIGからSMICへ），賃金の生活費から生産性へのインデ
クセーションの発展（進歩契約），賃金の総体化（月給制の導入，間接賃金，
牽引部門の賃金上昇の経済全体への波及），賃金格差の硬直化（賃金上昇の
画一化と牽引産業の存在）である。こうして賃金決定はフレクシビリティー
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を失い，名目賃金は下方硬直的になり，実質賃金も上昇傾向をもつ。特にフ
ランスの1974～75年には独占的レギュラシオンの故に，大量失業の発生にも
関わらず，賃金上昇が加速され，購買力が上昇した。このように独占的レ
ギュラシオンの主要な特徴は牽引産業の存在，賃金の消費者物価および／あ
るいは生産性上昇率へのインデクセーション，間接賃金の比重の増大，雇用
調整の下方硬直性および賃金格差の硬直性であると考えられている。
　1．4　フォード主義的レギュラシオン
　ところで独占的レギュラシオンが戦後ただちに確立されたわけではないと
いう点に注目しよう。Boyer［1978］は1960年代末までの時期を競争的レギュ
ラシオンの漸次的衰退期であるとともに，独占的レギュラシオンの諸要素の
漸次的確立期であると性格づけている。すなわちこの期間全体にわたって賃
金の生活費に対する反応性の維持・強化，産業予備軍（失業）効果の消滅，
景気変動の賃金に対する影響の消滅が徐々に進行し，賃金格差の硬直性一逆
に言えば賃金上昇の画一化一が現われたのである。
　ところが一般にこの時期はレギュラシオン派によってフォード主義的，あ
るいは上記の独占的賃労働関係が支配的であったと考えられている。しか
し，この時期には最低保証賃金制度（SMIG）は有名無実化しており，賃金
は，SMIGとは無関係に上昇していった。実際，　Boyer［1978コは，1959～
68年の時期には，安定的な物価上昇率のもとで賃金上昇が生じたことから，
賃金物価弾力性が大きく低下（1947～58年の0．77に対する0。43）したのに対
して，1969年頃らはSMIC政策およびインデクセーション条項を含む団体協
約の発展によって賃金物価弾力性がほぼ1に近いもの（0．99）となった点を
指摘している。とすれば，フォード主義的大量生産に対応する大量消費を可
能とする労働者の購買力の上昇は，上に見た意味での独占的レギュラシオン
によるものではないと言わざるを得ないであろう。他方，明らかにこの時期
には競争的レギュラシオンの諸特徴は観察されず，工業生産，名目賃金およ
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び物価上昇率の変動の間の相関関係が低下していた。従って，この時期の賃
金決定の純経済的特徴としては，高成長のもとで賃労働老化が一巡して労働
市場が逼追していたために（労働力不足から大量の移民労働者を受け入れ
た），安定的な物価上昇率のもとでの名目賃金の急速な上昇が生じ，実質賃
金が急速に上昇したものと解釈することができよう。そしてこの実質賃金の
上昇に支えられて耐久消費財部門が発展し，またそれに牽引されて高成長が
維持されたと考えることができよう。ただし，そのような実質賃金の大幅な
上昇は，高成長によって自動的に，市場メカニズムによって実現されたわけ
ではない。この新しい傾向es　，明らかに1945年以後の労働組合の権利圃復
と，賃金および労働条件に関する団体交渉制度という労使関係の新しい制度
の発展を前提にしているのである。
　かくしてこのようなフォード主義的蓄積体制（あるいは発展様式）が支配
的であった時代（1969年以前）の賃労働関係のレギュラシオン様式をフォー
ド主義的レギュラシオンと規定することにする。その特徴は，賃金決定に対
する産業予備軍効果と景気変動の影響の消滅，賃金格差の硬直並等である
が，本質的には，賃金決定の団体交渉制度のもとでの実質賃金＝購買力の大
幅な上昇である。そしてこのフォード主義的レギュラシオソ様式こそが「基
：本的には，生産ノルムの発展と労働者の消費の拡大との間の相互依存関係の
独自な形態」（Boyer〔1978］）をなすと考えられる。このように見れば，ある
意味で独占的レギュラシオンはフォード主義的レギュラシオソの硬直化に
よって生じたものと解釈することができる。
　こうして以下の戦後日本経済の賃金決定様式の特徴づけは，以上の競争的
レギュラシオン，フォード主義的レギュラシオンおよび独占的レギュラシオ
ンという3つのレギュラシオン様式を基準に行なうことにする。
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E　時期区分と仮説
　本節では，まず賃金決定に影響すると思われる諸指標の運動を観察するこ
とによって時期区分を行ない，次いで，各時期における賃金上昇率および春
闘賃上げ率と諸変数との相関係数を検討して各時期の構造的特徴を示し，最
後に，次回以下の分析のために，レギェラシオン様式に関する仮説を示すこ
とにする。
　2．1　主要指標の運動と時期区分
　まず，名目賃金（NW），国内総生産（GDP）及び消費者物価（Pc）の年変
化率の動態は図2に示される。1956～89年の全体を見れば，名目賃金は
1958～74年には加速的に上昇し，1975年以後は1987年頃まで上昇率の低下傾
向が続いている。1974年以前を見れば，賃金上昇率は1957～63年までは
GDP成長率とほぼ同じ方向に変化し，1964～70年まではGDPとは無関係に
加速的に上昇している。消費者物価上昇率は，1956～61年までは，ほぼ
GDPと同じ方向に動き，1958年の不況期にはデフレーションが発生し，競争
　図2　GDP成長率，消費者物価上昇率（Pc）と名目賃金上昇率（NW），1956～89年
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的レギェラシオンの特徴を示しているが，1962年および1965年には景気後退
期であるにもかかわらず上昇し，以後1970年まではGDP成長率の運動とは
逆の方向に，しかも比較的安定した率で運動している。しかし1971年の不況
期から3指標の運動はほぼ同期化し，この傾向は1989年まで続いている。た
だし，1971～75年は，賃金上昇率がGDP成長率および物価上昇率をほぼ上
回っており，依然として賃金上昇圧力が大きい。また，第2次石油ショヅク
による1980年の消費者物価の急激な上昇はア・ティピックであるが，GDP
と名目賃金の上昇率はその影響を余り受けていないようにみえる。
　他方，労働市場の不均衡についてみれば（図3），有効求人倍率は第1次石
油ショックの発生とともに1974年より低下し始め，1975～1987年の時期には
低位で安定し，1988年より再上昇している。これに対して失業率は1956～
64年の期間に低下傾向を持ち，1974年までは安定的に変動した後，1975年に
急上昇を始め，1976年に2％を越えた後，1987年まで上昇傾向にあり，
1988年から再び低下し始めている。
　また製造業における規模別賃金格差の動態を見るかぎり，1956～64年の時
期には中小企業，しかも下位企業ほど賃金上昇率が高く，急速に賃金格差が
縮小していった（図4－1）のに対して，1965～ア4年の時期には賃金格差はほ
図3　失業率と有効求人倍率，1956～1990年
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ぽ硬直的であり，いずれの階級もほぼ同じ率で賃金が加速的に上昇している
（図4－2）。そして70年代の後半から，再び賃金格差が拡大し始めている
（図4－3）。この賃金格差の拡大傾向は，サービス業込の規模別賃金格差に
関してであるが，1976～90年の期間中も観察される。小池［ユ99ユ］は，80年
代にも規模別賃金格差は概して安定的であり，40歳代では逆に賃金格差は縮
　　図4　規模別賃金格差の動態
　　　　階級：C1500人以上，　C2　100～499人，　C330～99人，　C4　5～29人
　　　図4－1　現金給与（サービス業を除く），1958～64年
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図4－3　現金給与（サービス業を除く），1975～84年
1975年＝100????? ? ?? ?　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C1
．一一＿＿一一一…一…一…………＿＿…．．一＿．．＿＿＿＿ mC2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
＿＿＿一．＿一．＿一．＿＿
F5タ≦≦を2三1ε1
　　　　　　　　　　　　　　　ノロノ　　　ノコ　　　　　　　　　　　　　　ゴココロノの　　　　　　　　　　　44”ノ
層層鴫噂唱一一一一 @一一一一層一　一　一一一曹一一　一一　一一　　　　　：yr幽一一一一rr一　一一一一一　一一一一一冒曹－一一　一　，r層一一層冒一¶層　　　　　　　　一’響　『ノー　　　　　　一　　　F／　　　　　　’　　　　1　　　　　　，1，，r層唱曹一一9一層一@　ン佑一一雪一曽一一一一一畠一　一t　9一一噂一一曹一一一唱一一一髄幽一一一一一一一一一一一r噂噂一幽r冒一冒■，
　　　F！　　，！　γ
　　　　1975　77　79　81　83
小していると指摘している。小池のデータは，基幹労働者の賃金格差に関す
るものであるが，この小池の示す事実と，集計データであるわれわれの利用
しているデータとの差異は，石油ショック以後の賃金格差の拡大傾向が，主
に基幹労働者以外の労働力に生じた賃金格差の拡大のもつウエイトの大きさ
であろう。つまり小池［1991］の分析を信じれば，逆に，石油ショック以後
の賃金格差の拡大が低賃金の不安定雇用形態の大規模な拡大を意味すること
になろう。
　1974年を境にしてほぼすべての指標の運動傾向に変化が確認されるのでは
あるが，われわれの関心である1956～74年の時期の細区分に関しては，すべ
ての指標の運動傾向が同時に変化するということがないことから厳密な区分
は難しい。しかし名目賃金，消費者物価，GDPの相関関係および規模別賃金
格差の動態から1956～63年，1964～1974年（1971～74年は1970年以前と行動
パターンが異なるが）および1975～1989年という区分が可能であろう。ただ
し以下では，計量のためのデータ数をも考慮して，1974年以前については
1956～64年，1965～1974年という時期区分を行なうことにする。
　このような区分に関しては，当然異論が考えられる。春闘賃上げ率を見れ
ば，1956～60年が5．6％～8．7％であるのに対して1961年には13．8％という大
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風なベースアップが行なわれ，以後！974年までは，一時的な低下はあるもの
の年々増加している。また平均名目賃金上昇率も，1956～60年では8．7％，
4．4％，2．5％，6．6％，6．2％であるのに対して，1961年には11．7％と高い上
昇率を記録し，以後は1964・65年の9．6％，9。8％を除いて1976年まで10％以
上の賃金上昇率を記録している。この点から考えれば，賃金決定様式の本質
的変化は1961年に生じたと言うこともできよう。しかも小野［1973］は，
1954～63年の期間を検討して，1955年に始まる春闘によって労働争議が賃上
げに大きく影響するようになっていたのに加えて，1960年頃から日本経済は
労働力過剰型経済から不足型経済に移行したために，1961年以降は名目賃金
が不況期のみならず好況期にも（時間当り実質）生産性上昇率以上に上昇す
るようになった点を指摘し，1961年頃の賃金決定様式の変化を示唆してい
た。では1964／65年を区分点にするのは不適切なのであろうか。
　津田［1970］は1970年頃までの戦後労働市場の時期区分を行い，1945～
49年，1950～54年，1955～59年，1960～65年及び1966年以降の5つに区分し
たうえで，1945～59年を一つの時期，1960～65年を次の時期への移行期，そ
して1966年以降を一つの時期としている。われわれの考察期間について見れ
ば，津田は昭和30年代においては，企業経営は設備投資を優先したから，付
加価値額の中からあらかじめ設備投資に向ける金額を控除し，そのうえで賃
金水準の上昇を考慮するという「支払能力論」による賃金支払であったのに
対して，昭和40年代になると，経営はまず高賃金水準を見込み，この賃金水
準を与件として，そのうえに生産性の上昇を従業員に期待するという立場に
変わるとともに，賃金管理の対象も一人当り平均賃金の上昇から総賃金額に
変わったとしている。春闘に関しても小島［1975コは，春闘の定着した60年
代前半がF春闘のたびに賃金が上がる」時期であったのに対して，60年代後
半は「春闘のたびに賃上げ額が前年を上まわる」時期である点を強調してい
る。また高梨［1977］は，実質賃金の大幅上昇がユ965年以後に始まる点を指
摘しつつ，1974年以前の春闘を「労働生産性上昇後追い型」，1974年以後の春
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闘を「物価上昇後追い型」と特徴づけていた。
　さらに1956～90年の平均名目賃金（NW）と春闘賃上げ率（SHUNT）をプ
ロットした図5を見れば，両指標の運動は1965年まで概して肢行的であるの
に対して，1965～70年にはほぼ同率で上昇し，またその後も1980年頃までは
第1次石油ショック時を除いてほぼ同率で運動している。そして1980年以後
は平均名目賃金上昇率が春闘賃上げ率に比べて低く抑制されていることが特
徴となっている。つまり，1965～80年の期問においては春闘の平均名目賃金
決定に対する強い影響力（波及効果）が考えられるが，1956～64年では春闘
はいまだそのような影響力をもつに至っておらず，また1980年以降には平均
名目賃金上昇率に対する春闘の影響力が低下したと言えよう。
　以上の見解および視点からすれば，1956～64年と1965～74年という区分は
それほど奇異には映らないであろう。もちろんこの二つの時期で，決定的な
質的断層があるというのではなく，ボワイエ［1992］がこの時期の経済発展
を「二段変速のモーター」に喩えたのと同様の意味においてである。すなわ
ち，初速段階では技術イノベーションの導入，蓄積率の上昇，分業と市場拡
大を結合したダイナミックな規模の経済の活用による生産システムの近代化
が進められ，2速段階では，この生産システムの近代化を基礎に，実質賃金
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の大幅な上昇によって消費の成長が支えられ，消費財関連セクターの発展に
主導された成長が現われた，と。60年代の日本経済がフォード主義的であっ
たかどうかとしくう点には論争が存在するが（5），このボワイエの比喩は日本経
済にも妥当するように思われる。「！960年代後半の技術革新には，どこか二
番煎じの印象を禁ずることができない」とみる香西［1981］の戦後日本経済
分析も，1956～74年の時期は，このような「二段変速モーター」説に類似し
たものである。そして春闘制度について言えば，春闘は1965年まで徐々にそ
の影響力を強め，1965年頃から国民経済全体に影響力を及ぼすようになった
と見ることができよう。
　実際，1956～89年を5年区切りでGDP，消費者物価，名目賃金，実質賃金
の年平均変化率および失業率と有効求人倍率の平均値を見れば（表1），
GDP及び名目賃金は1970年までほぼ上昇傾向を続け，1964／65年で区切るこ
とはできないように思えるが，消費者物価上昇率と実質賃金は異なった運動
を示している。実質賃金の上昇率は，1956～65年では4％台であるが，
1966～70年では8．88％，1971～75年では7．26％と，65年以前の2倍前後の上
昇率になっている。1966～70年の実質賃金上昇率が高い原因は，フランスの
表1：主要変数の年平均変化率
（po60）
期　　　間 GD　P消費者ｨ　　価 名目賃金 実質賃金 失業率 倍有効求人@　率
1956～6013．85 1．52 5．68 4．16 2．04 0．41
1961～6515．47 6．04 10．46 4．42 1．26 0．71
1966～7017．43 5．46 14．34 8．88 1．20 1．11
1971～7515．24 11．56 18．827．26 L44 1．17
1976～8010．15 6．62 7．94 1．32 2．06 0．64
1981～856．02 2．78 3．70 0．92 2．50 0．64
1986～895．53 0．93 3．08 2．15 2．60 0．90
（5）日本のレギュラシオン派内においてもたとえば，海老塚［1990コ，遠山［1990コは60年
　代の高度成長期はフォード主義的蓄積体制ではなかったと考えているのに対して，宇
　仁［1991］は，1962～73年をフォード主義の時代であったことを示そうとしている。
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ケースと同じように物価上昇率の相対的安定のもとでの名目賃金の急速な上
昇であった。他方，失業率では1961～75年が1％台であるが，有効求人倍率
が1を越えているのは1966～75年の時期である。有効求人倍率に示される労
働市場の逼迫が1966～75年の急速な名目賃金上昇率と実質賃金上昇率の一因
であると考えることもできよう。ある意味では，1965年頃までに実質賃金の
大幅な上昇を可能とする諸条件が整ったと見ることができよう。
　また，1975年以後についてみれば，この時期は全体として下方調整過程と
見ることができよう。ただし，先に見たように，1988年以後にはGDP，消費
者物価，名目賃金の変化率の再上昇が見られ，また失業率が低下し始め，有
効求人倍率も1を越えて上昇し始めている。他方，実質賃金の上昇率は，
1980年に一1．4％を記録して以来，1981～85年の期間は1％前後で変動して
いたが，1986年以後は2％前後で変動するようになっている。この点を考慮
すれば，第1次石油ショヅク以後の下方調整過程は，80年代後半に終了し，
日本経済は新たな段階に入ったとも考えられるが，これが“バブル”の影響
であるとすれば，新たな発展様式の出現を語るには時期尚早であろう。こう
してわれわれは，1956～64年，1964／65～74年及び1975～89年という時期区
分を採用することにする。とはいえ第1次石油ショック以後の期間は，図2
を見るかぎり，70年忌末より石油ショックの影響で消費者物価が不規則な運
動をしている点を除けば，平均名目賃金上昇率はほぼGDPの運動に従って
いるように見える。また図5では，1980年以後の平均名目賃金上昇率と春闘
賃上げ率の乖離が観察される。したがって明確な細区分を行なえるとは思え
ないが，80年代の賃金決定様式を独自に検討する必要があろう。
　2．2　構造変化と各画期の特徴
　では，このような時期区分によってどのような構造的特徴が現われるので
あろうか。構造変化は，石油ショヅクのような外生的ショヅクの場合には一
挙に現われるであろうが，内生的要因による変化の場合には漸次的なもので
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あろう。この点に留意したうえで，名目賃金の決定に影響すると思われる上
記諸変数，春闘賃上げ率，労働組合の交渉力および利潤率の相関マトリック
スを見ることにしよう。
　表2の（1）～（3）は各時期の特徴的な姿を与えてくれる。相関係数が名目賃金
および春闘賃上げ率の説明変数の影響力を示すものと解釈すれば，以下のよ
　表2：主要変数の相関マトリックス
　（1）1956～64年
賃　　金 春　　闘 生活費 生　　産 失業率 求人倍率 交渉力 利潤率
賃 金 1．00000? ?
0．713261．00000?
活
?
0．718830．70491．00000
生 産 0．490710．686730．473341．00000
失 業 率 一〇．65974一〇．85435一〇．85725一〇，483021．00000
求人倍率 0．771250．884380．819560．64226一〇．949861．00000
交
? ?
0．647910．625790．646930．18674一〇．762860．80928 1．00000? ?
率 0．485550．735380．73530 0．72978一〇． 67110．84169 0．663921．00000
（2）　　1965～74年
賃　　金 春　　闘 生活費 生　　産 失業率 求人倍率 交渉力 利潤率?
金 1．00000? ?
0．955341．00000
生 活
?
0．857860．936241．00000
生 産 0．574820．422860．39517 1．00000
失 業
?
0．282530．345920．430250．ユ504ユ LOOOOO
求人倍率 0．704860．510390．309840．65193一〇，070581．00000
交
? ?
0．908130．865750．684580．462890．370190．61592 1．00000
利 潤
?
一〇．78367一〇．78477 一〇．76124一〇21891一〇．64739一〇．48210一〇，713131．00000
（3）1975～89年
賃　　金 春　　闘 生活費 生　　産 失業率 求人倍率 交渉力 利潤率
賃 金 1．00000
春
?
0．924871．00000
生 活
?
0．945560．928721．00000
生
?
0．856030．715180．84019 1．00000
失 業
?
一〇．82804一〇．80477 一〇．883635 一〇．842351．00000
求人倍率 一〇．24290一〇．29988一〇．29891一〇．198560．058081．00000
交 渉
?
0．647690．70824 0．6848930．50892一〇．51421一〇．766591．00000
利 潤
?
0．806920．681180．75474 0．87251一〇．70623一〇．492590．62580 1．00000
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うな事実を指摘できるであろう。一
　まず1956～64年の春闘賃上げ率の説明変数としては，失業率や有効求人倍
率という労働市場の不均衡（超過供給）がもっとも高い相関係数をもち，利
潤率と消費者物価上昇率の相関係数は小さい。この時期，労働組合の交渉力
の相関係数は約0．63と小さく，交渉力それ自体は賃金決定に影響力をもたな
かったと見てよいであろう。これに対して，1965～74年の時期には，労働市
場の不均衡（超過需要）の相関係数はいずれも小さく，もっとも強い影響力
をもつと思われる説明変数は消費者物価上昇率であり，ついで交渉力であ
る。この時期，利潤率の相関係数はマイナスになっているが，これは1968年
以後の利潤率の低下の影響である。いわば，60年代後半の賃金爆発が利潤圧
縮を引き起こしたというSachs［1979］の命題に合致するが，しかし見方を
変えれば68年以前の利潤率は30％以上と高すぎたのであり，65年以後の実質
賃金の大幅上昇を生んだ高い名目賃金上昇は経済発展への賃金のキャッチ・
アップであったと解釈できよう。以上の両期間において，生産（GDP）の運
動は，いずれにおいても名目賃金の運動にほとんど影響していない。1975～
89年では，依然として消費者物価上昇率が強い影響力をもっているが，他の
変数では失業率とGDPの影響力が強くなり，労働組合の交渉力と利潤率の
影響が弱まっている。
　次に，平均名目賃金の説明要因についてであるが，平均名目賃金と春闘賃
上げ率の相関係数が示していることは，1956～64年の期間では春闘賃上げ率
は平均名目賃金の形成にそれほど強い影響力をもっていないということ，し
かし1965～74年では平均名目賃金の決定に関して春闘賃上げ率がもっとも強
い相関関係をもち，1975～89年においても，この時期には労働組合の交渉力
が弱まっているにもかかわらず，春闘賃上げ率と名目賃金上昇率の相関係数
が依然として高いことが注目に値する。
　名目賃金決定のその他の説明要因についてみれば，1956～64年では有効求
人倍率の相関係数がもっとも高く，ついで消費者物価上昇率，春闘賃上げ率
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という順になっている。とくにこの時期には，有効求人倍率は1未満であっ
て，労働市場は超過供給状態であったが，有効求人倍率は上昇傾向にあり，
労働市場は次第に逼迫し始めていた点を考えれば，マクロ・レベルでは依然
として競争的労働市場が機能していたように見える。ところが1965～74年で
は，労働組合の交渉力と消費者物価上昇率が高い相関係数をもち，有効求人
倍率の相関係数は低下し，1956～64年ほどの影響力をもっていない。また利
潤率は，先に見たように負の相関をしている。そして1975～89年には，消費
者物価上昇率が，春闘賃上げ率以上の強い相関関係をもち，ついでGDP成
長率，失業率および利潤率が，0．8以上の相関係数をもち，いずれも賃金決定
に影響しているといえる。この時期の特徴として，労働市場の不均衡を示す
指標としてはとくに1974年以前とは異なって，有効求人倍率よりも失業率の
方が高い相関係数をもち，また利潤率が強い正の相関を示していることであ
る。前者は，労働市場の実際の需給不均衡よりも，失業率の上昇に表現され
る長期的不況あるいは不確実性が賃金上昇を抑制する効果をもったと見るこ
とができよう。それは，生産の変動（GDP成長率）が賃金上昇率と相関関係
を強めている点に対応する。
　他方，1975～89年の利潤率の正の相関は，春闘における低いベース・アヅ
プ率を前提に，成長の果実配分がなされたと考えることがきょう。すなわ
ち，企業業績が上昇している場合には，賃金も上昇し，企業業績が悪化して
いるときには賃金上昇率が低下するのである。このようであってみれぽ，
1975～89年には，賃金決定様式が競争的レギュラシオンに復帰したと考えた
くなるであろう。ただし，1980～90年の年平均上昇率を見れば，平均名目賃
金が3．8％であるのに対して，春闘賃上げ率は5．4％であり，このことは春闘
部門と非春闘部門の間の賃金格差が拡大していることを示唆する。そして利
潤率および生産の影響は，春闘賃上げ率よりも平均賃金上昇率において有意
の相関関係をもっている。このようであってみれば，競争的レギュラシオン
は春闘参加部門では認められず，非春闘参加部門において認められるという
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ことになる。しかし，平均名目賃金に対する利潤率の相関係数は，GDP成長
率の相関係数よりも小さく，また利潤率とGDP成長率の相関係数が高いこ
とから，賃金抑制基調のもとでGDP成長率の上昇が名目賃金の上昇と利潤
率の上昇を可能にしたと考えられよう。この点は，1975年以後に賃金上昇率
が生産性上昇率以下に抑制されたとする見解と一致するように思われる。
　1975年以後には，70年代初頭の狂乱物価を賃金コスト・インフレと見倣す
立場から，名目賃金の上昇率は労働生産性の上昇率以下に押さえるべきであ
るという議論，いわゆる所得政策論が横行した⑥。ところで労働生産性指数
をなにに求めるかによって，名目賃金と生産性の相関関係は大きく異なる。
表3は様々な労働生産性指標と名目賃金NW，実質賃金RWおよび物価上昇
率Pc（GNEデフレーター）の平均年変化率を示したもので，最後の列には
名目賃金上昇率から実質の付加価値生産性上昇率と物価上昇率の和を引いて
求めた労働分配率の変化率を示してある（7）。
　表3を見るかぎり，日本生産性本部の生産性指数PR1と名目賃金の関係
で見れば，名目賃金上昇率が生産性上昇率を上回っているのは，1965～
1979年の期間であり，1985～89年では，労働生産性の方が平均3％近く上
回っている。労働分配率の変化率を計算すれば，労働分配率は1956～59年に
（6）詳しくは小川［1977コを見よ。
（7）サミュエルソンとソ二一以来，賃金，物価および労働生産性に関して次のような議論
　がなされた。いま，実質国民総生産をQ，物価水準をp，雇用労働者数をL，名目賃金
　をw，労働分配率をs（＝wL／pQ）としたとき，以下の恒等式が成立する。
　　　　wL　＝＝　pQs　（1）　この両辺をしで割り，q＝Q／しとすれば，　qは実質労働生産性であり，さらに両辺
　の対数をとり，時間に関して微分すると以下の式を得る。
　　　　w＝P十q十s　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
　　所得政策論では，労働分配率に変化がないと仮定したうえで，②式を以下の（3）式のよ
　うに変形して，物価安定のためには賃金上昇率を生産性上昇率の枠内に押さえるべき
　だという議論がなされた。すなわち，
　　　　b＝　w－q　（3）
一！31L
508
表3：労働生産性と賃金の年平均変化率，1956～89年
期　間 PR1PR2 PR3PR4RPR@　2 PR@　3 PR@　4 NWRWPc 労　働ｪ配率
1956～
@　　　59 8．42 5．57 4．96 5．346．28 1．10 1．435．55 4．55 3．85 0．27
1960～
@　　　64 9．74 12．7312．71 12．62 9．34 6．43 6．34 9．74 4．30 5．89一2．49
1965～
@　　6911．99 12．78 13．46 13．088．83 8．06 7．6912．32 7．08 5．01 一〇，38
1970～
@　　74 8．57 13．7615．91 14．045．21 5．21 3．5819．84 9．08 10．256．01
1975～
@　　　79 6．56 9．22 9．39 9．25 3．71 3．49 3．35 9．64 2．22 5．70 0．59
1980～
@　　　84 4．42 4．30 4．28 3．93 2．99 2．061．τ2 4．40 0．48 2．17 0．50
1985～
@　　　89 5．96 3．84 4．12 3．49 3．36 2．97 2．36 3．02 1．881 1 一〇，45
労働側に有利に変化した後，1960～69年の時期には企業に有利な方向に変化
しているが，1960～64年の変化率に比べれば1965～69年のそれは比較的安定
していると言える（一2．49％に対する一〇．38％）。これに対して1970～74年
の労働分配率は年平均6．0％で労働側に有利に変化し，1985～89年ではこの
傾向の逆転が見られる（一〇．45％）。
　ところでわれわれの関心は，労働生産性と賃金との相関関係である。労働
生産性上昇率と名目賃金上昇率および春闘賃上げ率の相関係数は表4に示さ
れている。表4を見るかぎり，労働生産性上昇率と春闘賃上げ率の有意な相
関係数は，1956～64年の時間当り労働生産性（名目PR3と実質RPR3），1965～
　しかし所得政策論と同じく労働分配率を一定とすれば，以下の（4）式より，賃金上昇率
は物価上昇率プラス生産性上昇率であるべきだという議論が成立する。
　　　宙＝f）十｛と　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
　この両者の対立点は物価上昇の原因をなにに求めるかにある。所得政策論は，インフ
レの原因を生産性上昇率以上の賃金上昇に求めるが，物価上昇がより複雑な経済全体
のメカニズムの結果であると考えるならば，同一の式によって，物価上昇率プラス生産
性上昇率に等しい賃上げを要求しうるのである。とはいえここでは，②式を単なる恒等
式と考えて，（2）式を労働分配率の変化率を求める式として使用している。すなわち，
　　　§　＝宙一う一竜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
　ただし表3の労働分配率の変化率＝NW一（RPR4＋Pc）は国民所得の労働分配率の
変化率である。
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表4：労働生産性上昇率と賃金上昇率の相関係数
1956～64年 1965～74年 1975～89年
NW SHUNTNW SHUNTNW SHUNT
PR1 0．40499 0．18184一〇．27314 一〇．47930 一〇．13945一〇．44409PR2 0．57379 0．773540．66871 0．57305 0．861970． 5448PR3 0．55393 0．90071 0．785830．722240．78743 0．77946PR4 0．51981 0．67920 0．62369G．50316 O．883160．了5055RPR20．36510 0．59454一〇． 9905 一〇，65438 0．10836一〇．03723RPR30．36709 0．77313一〇．11888 一〇．26258 0．129130．19830RPR40．40009 0．58891一〇．41823 一〇．57847 0．301960．10658
74年の時間当り労働生産性（名目PR3），および1975～89年の名目労働生産
性（PR2，　PR3，　PR4）である。また労働生産性上昇率と名目賃金上昇率の相
関係数は，1956～64年においては強い相関関係が認められないほかは，労働
生産性上昇率と春闘賃上げ率の相関係数の場合と同様であるが，それぞれ名
目賃金との相関係数の方が大きくなっている。
　労働生産性は企業の収益性あるいは支払能力を示す指標と考えられるが，
ここでPR2とPR4はそれぞれ1人当りのGDPと1人当り国民所得の変化
率であるから，結局は1人当り産出量の変化率の2つの表現であり，これに
対してPR3は時間当りの労働生産性であるから，この変化率は労働強度あ
るいは労働密度を表現し，生産労働過程の合理化の結果であると考えられ
る。この点から考えれば，1956～64年におけるPR3と春闘賃上げ率との強い
相関関係は，春闘部門における賃上げが技術革新の導入による合理化と引替
に行われていたとも解釈できる。他方，1965～74年でのPR3の相関係数が小
さくなっている意味は，労働強度の相関係数は依然として有意であるが，も
はや賃金決定には大きな影響力をもたなくなったということであろう。それ
はこの時期の経済成長が，前期における技術革新の導入を基礎とした量的拡
大に移行しており，合理化それ自体は余り重要性をもたなかったからであろ
う。これに対して，！975～89年には，PR2，　PR3，　PR4の賃金上昇率および春闘
賃上げ率との相関係数が0．7以上であり，全て有意である。春闘部門では，
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PR3の相関係数がもっとも大きく，平均名目賃金に関してはPR2あるいは
PR4の相関係数が大きい。前者は，石油ショック以後の減量：経営・合理化に
よる生産性の上昇が重視された結果であろうし，後者では賃金決定に対する
経済全体の景気変動の影響力が上昇した結果であろう。
　2．3　仮説
　以上から，各時期の賃金関数の推定を行なうのであるが，元塩との関係
で，あらかじめ1956年以降の賃金決定のレギュラシオン様式に関する仮説を
示しておこう。
　一1956～64年：競争的レギュラシオンからフォード主義的レギュラシオソ
　　への移行期
　春闘という独自の制度は徐々に発展し，経済全体の賃金決定に影響力を強
めているが，春闘賃上げ率と平均名目賃金上昇率の運動は肢行的である。前
半期には，GDP成長率，物価上昇率および賃金上昇率がほぼ同じ方向に運動
しており，依然として競争的メカニズムが労働市場を支配していたように思
われる。この時期には労働分配率が労働側に有利に変化しているが，これは
名目賃金上昇率が抑制されていたのにもかかわらず，実質付加価値生産性の
上昇率が低かったのが原因である。これに対して1961年に急激な賃金上昇率
が記録されて後，後半期はGDP成長率と物価上昇率は逆の方向に運動し，
また賃金上昇率は両指標の運動の影響を余り受けていないように思われる。
これはフォード主義的レギュラシオンの特徴であるが，しかしこの時期の労
働分配率は資本側に有利に変化しており（名目賃金上昇率の抑制下で実質付
加価値生産性が急速に上昇したことが原因），さらに賃金格差は急速に縮小
している。したがって，競争的レギュラシオンはこの時期に消滅しつつあっ
たと思われるが，しかし賃金上昇率の加速はまだ生じておらず，実質賃金，
したがって購買力の上昇率も相対的に低い。こうしてこの時期全体はフォー
ド主義的レギュラシオンへの移行期と考えてよいであろう。
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　一1965～74年：フォード主義的レギュラシオンの支配
　春闘制度の定着および強い影響力と賃金格差の硬直性が観察される。前半
では賃金上昇率がGDP成長率や物価上昇率に影響されることなく急速に上
昇し，大幅な実質賃金の上昇が実現された（実質付加価値生産性の上昇に
よって労働分配率はわずかに資本側に有利に変化しているが）。ニクソン・
ショックに始まる通貨不安，および日本列島改造論による過剰流動性と狂乱
物価の出現した後半では，GDP，物価および賃金の運動は相関関係を強めた
ように見えるが，春闘に示される労働側の交渉力は依然として強く，1973～
74年の狂乱物価時の賃金上昇率は，GDP成長率および物価上昇率よりも高
く，実質賃金は前半期以上に上昇した。しかも1970～74年には実質付加価値
生産性上昇率が1965～70年期の50％程度まで低下したために，労働分配率が
急速に労働側に有利に変化している。このように春闘という日本型団体交渉
制度の作用と実質賃金の大幅な上昇を特徴とする1965～74年の賃金決定のレ
ギュラシオン様式は，日本的なフォード主義的レギュラシオンと言ってもよ
いであろう。実際，この時期には，消費ブームが現われ，またフォード主義
的成長体制を支える耐久消費財部門が急成長したのであるが，これは実質賃
金の大幅な上昇による市場拡大なしには不可能であったであろう。もちろん
この時期の日本経済がフォード主義的蓄積体制であったかどうかという問題
は，本稿の対象外であり，ここでは賃金決定に関してフォード主義的レギュ
ラシオンが存在したという仮説を示すにとどめる。
　一1975～89年：労使協調型レギュラシオンの支配と競争的レギュラシオン
　　の部分的回復
　第1次石油ショック以後，全ての経済指標の†方調整と労働側の交渉力の
低下とともに，とくに80年代には賃金格差の拡大，賃金とGDPおよび物価
の間の相関関係の強化が現わ乳，また春闘賃上げ率と平均名目賃金上昇率に
格差が現われた。これらの点から，賃金決定様式が競争的レギュラシオンに
復帰したかのような印象を受ける。しかし，春闘賃上げ率と平均名目賃金上
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昇率の相関係数は1965～74年に比べれば小さくなったとはいえ依然として高
く，また賃金上昇率は物価上昇率との相関関係がもっとも強い。しかも諸変
数の下方調整速度の相違から，労働分配率は1975～84年期では依然として労
働側に有利な方向に変化している。したがって春闘制度は機能しており，ま
た賃金上昇率の低下は物価上昇率の安定化と相関している。その意味では，
Boyer［1978］の言う独占的レギュラシオンの特徴を示している。この点を考
慮すれば，賃金上昇率の低下傾向は，長期的不況と労働側の交渉力の低下に
よって生じた労使協調路線による賃上げ抑制の結果であると考えたくなるで
あろう。とはいえ，平均名目賃金の形成を考慮すれば，一方では労使協調型
レギュラシオンが支配的になっているとしても，他方では，利潤率や生産性
という支払能力指標および失業率の相関係数が高まっているように，競争的
レギュラシオンの回復が観察される。そのような意味で，独占的な春闘部門
と競争的な非春闘部門へのレギュラシオン様式自体の二重構造が現われたと
思われる。
　次節以下では，各時期の賃金決定関数の推定にもとづいて上の仮説を検証
することにする。
データ
各指標はすべて歴年データであるが，出所は以下のとおり。
（1）国内総生産（GDP），国民所得，　GNEデフレーター，営業余剰，純固定資産は『国民
　経済計算報告書』による。
（2）春闘賃上げ率，雇用内数，失業率，有効求人倍率，総実労働時間，はr毎月勤労統
　計』による。
（3）消費者物価上昇率はr活用労働統計』。
（4）名目賃金上昇率は，『活用労働統計』のボーナス込の現金給与総額の年変化率。また実
　質賃金上昇率は名目賃金上昇率マイナス消費老物価上昇率の値である。
（5）労働組合の交渉力を表す指標BPは，r毎月勤労統計』の争議件数と争議参加人数を使
　用し，以下の式で求めた：BP・・Log（争議件数）＋Log（争議参加人数）。ここで春闘
　参加組合数や参加人数，あるいは春闘時のストによって喪失した労働時間あるいは日
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　数を交渉力として使用しなかった理由は，名目賃金としてボーナス込の現金給与総額
　を使用したことから春期以外のボーナス交渉をも考慮する必要があったことと，小野
　　［1973］のように「争議参加率の高いときには賃金闘争への意気込みが広い範囲にわ
　たって高まる」と考えてのことである。しかし，交渉力指標としては，小野氏の争議参
　加里ではなく，争議能力と動員力の両者を考慮するために上記のBPを使用した。
（6）利潤率指標は，r国民経済計算報告』のフローの営業余剰をストックの純固定資産で除
　したものを使用している。
（7）生産性指標は以下のとおり。
PRI
PR2
PR3
PR4
RPR2
RPR3
RPR4
日本生産性本部の物的生産性
名目労働生産性自国民総生産／雇用者数
時間当り名儀労働生産性・：国民総生産／（雇用者数×総実労働時間）
名目付加価値生産性＝国民所得／雇用者数
実質労働生産性（国民経済生産性）＝PR2／GNEデフレーター
時間当り実質労働生産性＝PR3／GNEデフレーター
実質付加価値生産性＝PR4／GNEデフレーター
（8）労働分配率の変化率は脚注（7）に示すように労働分配率の変化率＝NW一（RPR4＋
　Pc）でもとめた。
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